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令和４年度予算編成に関する説明書 

 

 

１．国・県の動向と地方財政対策  

 

（１）日本経済の状況と国・県の動向 

日本経済の状況は、内閣府がまとめた９月の月例経済報告において、「景気は、

新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況にあるなか、持ち

直しの動きが続いているものの、このところそのテンポが弱まっている。」とされ、

先行きについては、「感染拡大の防止策を講じ、ワクチン接種を促進するなかで、

各種政策の効果や海外経済の改善もあって、景気が持ち直していくことが期待され

る。ただし、内外の感染症の動向、サプライチェーンを通じた影響による下振れリ

スクの高まりに十分注意する必要がある。また、金融資本市場の変動等の影響を注

視する必要がある。」とされています。 

 

   政府はこのような中、「決してデフレに戻さないとの決意をもって、新型コロナ

ウイルス感染症の感染対策に万全を期す中で、雇用の確保と事業の継続を通じて、

国民の命と暮らしを守り抜く。あわせて、「経済財政運営と改革の基本方針 2021」

等に基づき、グリーン、デジタル、活力ある地方創り、少子化対策の４つの課題に

重点的な投資を行い、長年の課題に答えを出し、力強い成長を実現する。新型コロ

ナウイルス感染症に対しては、医療提供体制の確保、感染防止対策の徹底、ワクチ

ン接種の推進の３つの柱からなる対策を確実に進め、経済への影響に対しては重点

的・効果的な支援に万全を期す。また、ワクチン接種の進捗状況を踏まえ、感染対

策と日常生活の回復に向けた取組の両立を進める。」としています。 

 

熊本県においては、「平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）、新型

コロナウイルス感染症（以下「感染症」という。）、令和２年７月豪雨災害（以下

「豪雨災害」という。）という三重苦の逆境にあり、これまで経験したことのない

危機のさなかにある。これまで、これら３つの課題への対応を最優先に、迅速かつ

躊躇なく、様々な取組みを進めてきたが、引き続き感染症への対応は予断を許さず、

熊本地震と豪雨災害からの創造的復興についても道半ばであり、更なる取組みの加

速化が必要である。一方で、これらの課題に対応するため、累次の予算を編成して

おり、令和３年度当初予算編成後では財政調整用４基金は５６億円へと減少し、２

つの災害への対応に伴い県債残高も漸増している。このような中、令和４年度の大



 - 2 - 

まかな収支見通しにおいては、５２億円の財源不足が見込まれている。また、令和

４年度予算編成方針と併せて策定した「中期的な財政収支の試算」（以下「中期試

算」という。）では、令和４年度以降５年間において、各年度１４億円から５２億

円、累計１８６億円の財源不足が生じ、県債残高は、今後も増加していくことが見

込まれるなど、中長期的な財政状況も厳しい状況にある。このようなことから、真

に必要な事業への選択と集中を徹底し、将来負担を考慮しながら、新型コロナウイ

ルス感染症による危機の克服、２つの災害からの創造的復興、さらには将来の熊本

の発展につなげるための予算として、令和４年度予算は、次の点を踏まえて編成す

る。」としています。 

（１）「新しいくまもと創造に向けた基本方針」（以下「基本方針」という。）の

下、熊本地震及び豪雨災害からの創造的復興、感染症への対応を最優先とす

る。  

（２）（１）以外の事業については、いわゆるＢＣＰ（事業継続計画）を改めて徹

底する観点から、必要性や緊急性を精査する。 

（３）令和４年度の大まかな収支見通しにおける財源不足の解消や、中期試算で明

らかとなった将来の県債償還の増加を見据え、一般行政経費や投資的経費に

シーリングを設定のうえ、歳入歳出の見直しを徹底し、将来負担を考慮した

予算を編成する。 

    

（２）地方財政対策 

   令和４年度においては、社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方が地域社会

のデジタル化や公共施設の脱炭素化の取組等の推進、消防・防災力の一層の強化等

に取り組みつつ、交付団体を始め地方が安定的な財政運営を行うために必要となる

一般財源総額について、令和３年度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に

同水準を確保することを基本として地方財政対策を講ずることとするとしていま

す。 

      

一般財源(交付団体ベース)総額 62兆 135億円（前年度比＋203億円、＋0.0％） 

 

・地方税      41兆2,305億円（前年度比＋3兆1,503億円、＋ 8.3％） 

・地方譲与税     2兆5,978億円（  同  ＋  7,759億円、＋42.6％） 

・地方交付税    18兆  538億円（  同  ＋  6,153億円、＋ 3.5％） 

・地方特例交付金等    2,267億円（  同  △  1,310億円、△36.6％） 

・臨時財政対策債   1兆7,805億円（  同  △3兆6,992億円、△67.5％） 
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２．苓北町の財政状況と令和４年度予算編成方針   

 

（１）苓北町の財政状況    

本町の財政状況について、令和２年度決算での財政の健全性を示す４つの健    

全化判断比率（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公債費比率・将来負担比   

率）はいずれも早期健全化判断基準を下回っており、財政構造の弾力性を示す    

経常収支比率は８９．５％（前年度比△２．０％）で、将来負担比率は８３．６％

（前年度比△３４．０％）となりました。 

   これまで本町では、東日本大震災発生を機に、町民の安心と安全を守るべく、振

興計画の前倒しを含め、交付税措置率の高い地方債を使い積極的に事業に取り組ん

できました。今後は引き続き歳出予算に占める公債費割合が高い状況が続くととも

に、各公共施設の維持管理費及び天草広域連合新ごみ処理施設建設に伴う負担金の

増加が予測されるため、引き続き町振興計画に沿った地方債残高の縮減と目的基金

の積み立てに取り組んでいかなければなりません。また、新型コロナウイルス感染

症対策経費について、令和２年度から国の地方創生臨時交付金等により対応してき

ましたが、収束の目処が立たない中、引き続き対策を行う必要があります。また、

新たな歳入財源の確保にも積極的に取り組んで参ります。 

   次に、令和４年度の財政見通しについて、本町の自主財源の根幹である固定資産

税（九州電力（株）苓北発電所の償却資産分を含む）は、前年度比△５２，７２１

千円（△４．８％）の１，０３４，５２４千円で計上を行い、地方交付税における

普通交付税については、令和３年度の交付実績および交付税試算ファイルを用い、

前年度比＋２６４，０００千円（＋１８．６％）の１，６８２，０００千円で計上

を行いました。 

 

（２）令和４年度予算編成方針及び内容 

  このような状況を踏まえ、第７次苓北町振興計画では、地方債残高（一般会計）

を令和１０年度までに５８億円まで圧縮する目標を掲げています。令和４年度の予

算編成では、「安心して住めるれいほく」「いきいきと暮らせるれいほく」「ふる

さとと呼べるれいほく」の三つの計画達成に向け、「第２期地方版総合戦略（第２

期苓北町まち・ひと・しごと創生総合戦略）」との整合性を図った事業に重点的に

取り組むとともに、新型コロナウイルス感染症対策と経済活動の両立を図り、歳入

面では町有財産の売却を含む有効活用、ふるさとづくり寄附金の更なる拡充等によ

る自主財源の確保及び国・県補助金等による財源確保に努めます。また、歳出面で

は、住民への説明責任を果たすことができるよう、各事業の費用対効果等の検証に

よる経費抑制及び展開方法の検討等を行いました。また、効率化、簡素化及び職員
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一人ひとりのスキルアップ、それに伴う行政サービスの向上を目指し、将来を見据

えた創造性豊かな予算編成に努めました。 

  

令和４年度予算（案）では、次の６つの項目を重点取り組み事項として、「町民

・企業・行政」それぞれが力を発揮できる協働・共創のまちづくりを推進する予算

編成に努めました。 

 

 【重点取り組み事項】 

① 新型コロナウイルス感染症対策に係る施策 

 ② 安心と安全につながる防災施策 

 ③ 豊かな自然に育まれた農林水産資源を活かした基盤産業の振興に係る施策 

 ④ 子ども・子育て支援及び高齢者支援の充実につながる施策 

 ⑤ 地域の歴史・観光資源を活用した関係人口の創出・拡大につながる施策 

 ⑥ ＩＣＴを活用した教育と未来を担う人材を育てる教育力の向上を図る施策 

       

また、実務内容としましては、一般会計、特別会計ともに各種事業ごとの歳出全

般にわたって経費の見直しを行い、事業実施の可否を含めて精査を行いました。 

 

 

３．令和４年度予算（案）の主な内容   

 

（１）重点施策について 

 

① 新型コロナウイルス感染症対策に係る施策 

    収束の目処が立たない中、引き続きワクチン接種をはじめとした感染症対策や

各施設の感染防止対策を進めるとともに、プレミアム付商品券発行や宿泊費助成

等による経済活動の両立、農業省力化生産資材導入補助金や中小企業者等支援事

業補助金による事業者支援等に取り組みます。 

   

  ② 安心と安全につながる防災施策 

    町民の安心と安全を守るべく、消防団員育成を含めた消防団に関連する事業に

引き続き取り組みます。また、防災行政無線更新事業や防災拠点施設並びに指定

避難所である役場庁舎の機能保全を図ることを目的とした庁舎ホール及びタワ

ーの屋根改修事業に取り組みます。 
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 ③ 豊かな自然に育まれた農林水産資源を活かした基盤産業の振興に係る施策 

町内の基幹産業である農業、林業、水産業をしっかりと底支えするため、農林

水産業の人手・担い手不足の解消と関係人口の創出を図るための短期就労及び観

光型移住体験事業に取り組みます。 

農業振興事業では、国県の補助事業を活用した中山間直接支払推進事業等に取

り組むとともに、人・農地プランの策定を進める中で、地域・集落での話し合い

を活性化し、地域農業の５年後・１０年後を見据えた農業振興施策に取り組みま

す。 

    林業振興事業では森林環境譲与税を活用し、枯損松伐倒処理事業や森林基幹道

苓北天草線をはじめ林道の維持管理に取り組みます。 

水産振興事業では、貝類等養殖設備更新事業や磯焼け・食害対策事業に取り組み

ます。 

 

④ 子ども・子育て支援及び高齢者支援の充実につながる施策 

    本町では｢少子社会は国を滅ぼす｣という考えにより、子育て施策の一つとし 

て、第３子以降の保育料無料化や医療費の無料化にいち早く取り組んでおり、ま

た、不妊治療助成事業の拡大や結婚支援事業にも取り組んできました。 

       令和４年度は引き続き令和３年度に医療費無料化の対象年齢を１８歳に引き上

げた子育て支援医療費助成事業や保育所入所児童運営事業、ひとり親家庭等医療

費助成事業等を実施していきます。また、結婚支援事業として、町独自の結婚祝

補助金のほか、結婚に伴う住宅取得費用、住宅賃借費用や引越費用等の支援策と

して県の補助金を活用した結婚新生活補助事業を実施します。高齢者支援として

は、敬老会事業や老人クラブ補助事業、在宅高齢者等移送サービス事業、高齢運

転者安全運転装置設置支援事業などに取り組みます。 

 

  ⑤ 地域の歴史・観光資源を活用した関係人口の創出・拡大につながる施策 

令和３年度も新型コロナウイルス感染症の影響により、地域間交流に係る事業

や各イベント事業について中止等を余儀なくされましたが、一部の事業において

は、開催方法を検討しシークレット花火やオンラインマラソンとして実施しまし

た。 

令和４年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止対策を徹底する中で、引き

続き地域おこし協力隊及び地域活性化起業人による新たなアイディアを活用し

た町おこしや、イベント事業による情報発信を積極的に進めるとともに、滞在型

観光コンテンツ造成事業や滞在型ワーケーション推進事業、ペーロン船格納庫改

築事業に取り組み、交流人口の拡大を図ります。 
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⑥ ＩＣＴを活用した教育と未来を担う人材を育てる教育力の向上を図る施策 

魅力ある町づくりを進めるにあたり最も重要なものは人材であるため、多様な

人材の確保と、これからの人材を育てる教師の指導力向上に努めます。 

    基礎的な学力分野においては、全国画一の教育指導方針は必要ですが、それぞ

れ地域のニーズや地域の子どもたちのニーズに合った、きめ細やかな教育を実践

していくことが何より重要になると思われます。 

        本町では県内でも先んじて取り組み、大きな成果を上げている地域学校協働活

動として、学校・家庭・地域が一体となって子どもの教育に取り組みます。 

また、情報通信技術を活用したＩＣＴ教育支援事業を実施し、ＩＣＴを効果的

に活用した「分かり易く深まる授業」実践へ向けた取り組みを進めます。さらに、

｢苓北町学力向上推進プラン｣に基づき、小中学校９年間を見通した中で、全学校、

全学年共通の取り組みとして、「３つの観点」「９つの実践事項」を基本としな

がら確かな学力の育成を図ります。 

    そして、全児童・全生徒に整備した１人１台のタブレット及び電子黒板等を活

用し、先を見据えたＩＣＴ教育のさらなる充実を図ります。 

   

以上、６つの項目を重点施策として必要経費を計上し、令和４年度の一般会計

予算（案）は、総額で４，８０１，０００千円（前年度比＋５．６％）となりま

した。 

 

（２）各特別会計の主な施策について 

   坂瀬川財産区特別会計につきましては、歳入に区有地貸付料として９件分９５７

千円を計上しました。また、歳出には管理会委員報酬、山林取締員報償費及び令和

４年度更新箇所の森林保険料等、ふるさとの森分収育林事業に係る補償金として、

残り５名で９口分の９００千円（９口×１００千円）を計上しました。 

  

   都呂々財産区特別会計につきましては、歳入に区有地貸付料として８件分１，６

８８千円を計上しました。また、歳出には管理会委員報酬、山林取締員報償費及び

令和４年度更新箇所の森林保険料等、作業道等の修繕費１，２００千円、国道３８

９号の年柄～都呂々間における区有地法面の支障枝伐採業務委託費１，０００千

円、地域振興補助金１，０００千円を計上しました。 

 

国民健康保険特別会計につきましては、熊本県の保険税（料）統一化に向けた取

り組みとして、国民健康保険税の資産割廃止などの検討を行った結果、今後は段階

的な税率の改正等で調整しながら、県の統一保険税率（保険料率）に変更していき
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ますが、令和４年度は新型コロナウイルス感染症による被保険者への影響も考慮し、

納税者全てが令和３年度と比較して増額とならないよう緩和措置を講じました。 

また、平成３０年度国保制度改革から５年目となり被保険者の健康増進を図り、

医療費の適正化につなげるため、今年度も特定健診未受診者対策事業や特定健診デ

ータ提供事業の経費を計上しました。 

また、特定保健指導やハイリスク指導の実施率向上を目的に訪問指導員の経費を

計上し、糖尿病の合併症である糖尿病性腎症の早期発見のため、微量アルブミン尿

検査の経費を計上しました。 

さらに、熊本県広域化等支援基金償還金（令和４年度まで）を計上しました。 

 

    介護保険特別会計につきましては、令和３年度から始まりました「第８期介護保

険事業計画･高齢者福祉計画」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉行政の推進

のための費用を計上しました。 

   また、地域包括支援センター業務を苓北町社会福祉協議会に委託するための経費

として、２３，９２３千円を計上しました。 

     

   後期高齢者医療特別会計につきましては、医療費の適正化を図るとともに、令和

４年度から後期高齢者医療広域連合からの受託事業である保健事業と介護予防の一

体的な実施事業の取組みとして、高齢者の健康維持、フレイル予防に努め、国保･後

期･包括支援センターの３部署間で保健事業の連携を図るため、運動指導員と訪問

指導員の予算を一般会計に計上し、後期高齢者健診事業の町独自補助９０千円につ

いても、住民サービスの見える化を図るため、令和３年度に引き続き一般会計に計

上しました。 

      

水道特別会計につきましては、春の迫・尾越ポンプ場制御盤更新他２件の工事費

２６，２４９千円、都呂々ダム共同管理費負担金１０，２７０千円、休日等の水道

施設管理委託料６，２３０千円を計上しました。 

また、国の要請を踏まえ経営基盤の強化及び財政マネジメントの向上が必要であ

ることから、公営企業会計移行に必要な支援業務委託料１，６００千円及び固定資

産台帳作成業務委託料９，４００千円を計上しました。 

 

下水道特別会計につきましては、処理場等維持管理業務委託料３５，７５９千円

や国の要請を踏まえ経営基盤の強化及び財政マネジメントの向上が必要であること

から、公営企業会計移行に必要な支援業務委託料１，６００千円及び固定資産台帳

作成業務委託料７，０００千円を計上しました。 
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また、社会資本整備総合交付金事業の加速化対策分として、富岡浄化センター耐

震診断委託料１９，８００千円を令和４年度に繰り越して実施します。 

 

     農業集落排水特別会計につきましては、処理施設運転管理業務委託料１，３４２

千円や国の要請を踏まえ経営基盤の強化及び財政マネジメントの向上が必要である

ことから、公営企業会計移行に必要な支援業務委託料１，６００千円及び固定資産

台帳作成業務委託料２，３００千円を計上しました。 

      

特定地域生活排水処理事業特別会計につきましては、引き続き区域内の水質浄化

促進のため、工事費として３基分２，７００千円を計上しました。 

また、浄化槽維持管理委託料２２，６２７千円や国の要請を踏まえ経営基盤の強  

化及び財政マネジメントの向上が必要であることから、公営企業会計移行に必要な

支援業務委託料１，６００千円及び固定資産台帳作成業務委託料２，３００千円を

計上しました。 

 

     宅地造成事業特別会計につきましては、宅地２区画分の財産売払収入７，１４６

千円を見込み、住宅建設補助１，０００千円を計上したほか、宅地販売促進に関す

る経費などを計上しました。 

 

 

４．おわりに   

  令和４年度予算編成では、九州電力（株）苓北発電所に係る固定資産税の減額、地

方財政計画による普通交付税の増額及び臨時財政対策債の減額等を見込みました。ま

た、新型コロナウイルス感染症に関連する各事業、高止まりの社会保障関連経費及び

公債費、老朽化に伴う公共施設の更新事業といった必要不可欠な社会資本整備に対し

予算措置を講ずる必要があるため、難しい予算編成となりました。 

また、財政健全化の取り組みとして、令和４年度は元金償還額６９１，３６７千

円に対し、地方債発行額を３０８，５００千円（うち臨時財政対策債１００，００

０千円）としました。 

令和４年度も引き続き、町民一人ひとりが求める地方行政に課せられた使命と期待

を意識し、職員が一丸となって対応できる組織作りと強化を進めます。また、新型コ

ロナウイルス感染症の影響を考慮し公共料金等の増額はせず、国・県の施策を常に情

報収集することで有利な財源である補助金・交付金の活用を積極的に図り、一般財源

の縮減に努めつつ、各事業を確実かつ適正に実施します。 
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  なお、各款における主要施策及び性質別経費の状況は次のとおりです。 

 

 

５．各款における主要施策及び性質別経費 

 

（１）歳入 

 ① 町税 

町税については、依然として新型コロナウイルス感染症による経済活動の停滞及

び感染症終息時期が見通せない状況を踏まえ、各税目とも前年度の賦課状況を基に

計上しました。 

個人町民税現年課税分については、均等割で納税義務者の減少を見込み、所得割

では収入割合を前年度比で給与所得者９５％、営業等所得者９０％、農業所得者９

０％、その他公的年金等所得者９５％と見込み、前年度比＋１２，１７７千円（＋

６．６％）で計上しました。 

法人町民税現年課税分については、令和２年度実績額と令和３年度実績見込額の

平均額で算定を行い、均等割・所得割あわせて、前年度比＋２，９６３千円（＋１

７．１％）で計上しました。 

固定資産税現年課税分の土地課税分・家屋課税分については、令和３年度評価替

えの第２年度（据置年度）となるため、据置価格により予算計上しました。償却資

産課税分については、九州電力（株）苓北発電所分の過去の実績等を勘案し、令和

３年度決算見込額の約９１．１％で算定を行い計上しました。                      

結果、固定資産税全体では前年度比△５２，７２１千円（△４．８％）で計上し

ました。 

軽自動車税（種別割）現年課税分については、令和３年１２月末現在の保有台数

から賦課期日時点での異動台数を見込み、前年度比＋４８０千円（＋１．８％）で

計上しました。令和元年１０月に熊本県から移管された環境性能割については、令

和３年度実績見込額により前年度比＋２００千円（＋２５．０％）で計上しました。 

たばこ税については、令和３年度実績見込額により前年度比＋６００千円（＋２．

０％）で計上しました。 

入湯税については、九州電力（株）苓北発電所の定期修理に伴う入り込み客を見

込み、前年度比＋１６９千円（＋３０．１％）で計上しました。 

町税全体では、前年度比△３６，１４０千円（△２．７％）の１，３１１，８７

１千円を計上しました。 
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② 地方譲与税 

     地方揮発油譲与税については、令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見

込の平均額で算定を行い、前年度と同額の１６，０００千円を計上しました。自動

車重量譲与税についても、令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平

均額で算定を行い、前年度と同額の４７，０００千円を計上しました。森林環境譲

与税については、県からの通知により、前年度比＋１，４２４千円（＋３０．０％）

の６，１６４千円を計上しました。 

 

 ③ 利子割交付金 

     令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平均額で算定を行い前年度

と同額の４００千円を計上しました。 

 

 ④ 配当割交付金 

     令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平均額で算定を行い、前年

度比＋２００千円（＋１６．７％）の１，４００千円を計上しました。 

 

 ⑤ 株式等譲渡所得割交付金 

   令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平均額で算定を行い、前年

度比＋４００千円（＋４２．１％）の１，３５０千円を計上しました。 

  

⑥ 法人事業税交付金 

   地方法人特別税・譲与税制度の廃止に伴う市町村分の法人住民税法人税割の減収

分の補てん措置として、法人事業税の一部を都道府県から市町村に交付する制度と

して令和２年度に創設されました。 

   令和４年度は熊本県の法人事業税交付金見込額の８割を算定基礎に、令和４年度

適用税率により前年度比＋２，１８２千円（＋５１．６％）の６，４０７千円を計

上しました。 

 

 ⑦ 地方消費税交付金 

     令和元年１０月１日から税率が８％から１０％へ引き上げられました。消費税及び

地方消費税率１０％のうち２．２％が地方消費税（県税）で、その２分の１が市町村

に交付されることとなります。 

令和４年度は、令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平均額で算

定を行い、通常分は前年度比＋６，０００千円（＋８．３％）の７８，０００千円、

社会保障施策経費充当分は、前年度比＋１０，０００千円（＋１２．８％）の８８，
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０００千円を計上しました。 

 

 ⑧ 環境性能割交付金 

     令和元年１０月以降、自動車取得税の廃止に伴い、県税である自動車税環境性能

割の交付金制度が創設され、市町村への交付金は、市町村道の延長及び面積等によ

ることとされました。 

   令和４年度は令和３年度の実績見込額により前年度比＋３２９千円（＋８．９％）

の４，０４０千円を計上しました。 

 

 ⑨ 地方特例交付金 

     過去３カ年度の実績をもとに、令和４年度の交付金算定基礎を勘案し、前年度比

＋３００千円（＋１８．８％）の１，９００千円を計上しました。 

 

 ⑩ 地方交付税 

   普通交付税については、基準財政収入額と基準財政需要額から臨時財政対策債振

替額を差し引いた額との差により算出されます。まず、基準財政収入額については

新型コロナウイルス感染症の影響を考慮しました。また、基準財政需要額において

は、令和２年度（２０２０年度）国勢調査に伴う人口の確定値への置換えや単位費

用及び算定方式の見直しなどを考慮しました。加えて、地方財政計画等を勘案した

結果、前年度比＋２６４，０００千円（＋１８．６％）の１，６８２，０００千円

を計上しました。 

   また、特別交付税については、令和２年度実績と令和３年度実績見込を参考に前

年度比＋１９，０００千円（＋２１．３％）の１０８，０００千円を計上しました。 

 

 ⑪ 交通安全対策特別交付金 

   令和元年度及び２年度の実績と令和３年度実績見込の平均額で算定を行い、前年

度と同額の８００千円を計上しました。 

 

 ⑫ 分担金及び負担金 

   老人福祉施設入所者負担金９，７４８千円や保育所入所児童保護者負担金１０，

９９６千円を計上するなど、総額で前年度比＋２，４４２千円（＋１１．５％）の

２３，７１７千円を計上しました。 

  

⑬ 使用料及び手数料 

   使用料は、公営住宅使用料など、前年度比△２，４７７千円（△６．６％）の３
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５，３０９千円を計上しました。 

手数料は、堆肥センター手数料など前年度比＋１１９千円（＋１．０％）の１

２，４５４千円を計上しました。 

     使用料及び手数料総額で、前年度比△２，３５８千円（△４．７％）の４７，７

６３千円を計上しました。 

  

⑭ 国庫支出金 

   国庫負担金は、新型コロナウイルスワクチン接種対策費国庫負担金の減などによ

り、前年度比△４０，７２５千円（△１０．２％）の３５６，８５７千円を計上し

ました。 

     国庫補助金は、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増などによ

り、前年度比＋６３，５８２千円（＋１０９．６％）の１２１，６０６千円を計上

しました。 

     国庫委託金は、前年度とほぼ同額の２，２０１千円を計上しました。 

     国庫支出金総額で、前年度比＋２３，０１４千円（＋５．０％）の４８０，６６

４千円を計上しました。 

 

 ⑮ 県支出金 

   県負担金は、前年度とほぼ同額の２１７，９７０千円を計上しました。 

     県補助金は、新型コロナウイルス感染症対応総合交付金の増はあるものの、農山

漁村地域整備交付金（漁村再生交付金事業）の減などにより、前年度比△３０，０

６５千円（△２０．０％）の１１９，９２２千円を計上しました。 

県委託金は、参議院議員選挙事務委託金及び熊本県議会議員選挙事務委託金の増

などにより、前年度比＋７，９３０千円（＋４２．５％）の２６，５８５千円を計

上しました。 

     県支出金総額で、前年度比△２７，１１４千円（△６．９％）の３６４，４７７

千円を計上しました。 

  

⑯ 財産収入 

   財産運用収入は、前年度とほぼ同額の４６，９０５千円を計上しました。 

    財産売払収入は、土地売払収入の減などにより、前年度比△１２，０６８千円（△

７４．２％）の４，２００千円を計上しました。 

     財産収入総額で、前年度比△１０，０７９千円（△１６．５％）の５１，１０５

千円を計上しました。 
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 ⑰ 寄附金 

   ふるさとづくり寄附金については、寄附金の増額を図るため、一括代行業務受託

事業者（２者）と連携して取り組み、前年度比＋３６，０００千円（＋１８０．０

％）の５６，０００千円を計上し、寄附金総額で、前年度比＋３６，０００千円（＋

１７５．５％）の５６，５１１千円を計上しました。 

  

⑱ 繰入金 

  特別会計繰入金は、前年度と同額の５，３９８千円を計上しました。 

   基金繰入金は、苓北ふるさとづくり応援基金、地域活性化推進基金繰入金とりく

ずしの増などにより、前年度比＋６，７２６千円（＋３１．７％）の２７，９６６

千円を計上しました。 

   財産区繰入金は、前年度とほぼ同額の５６９千円を計上しました。 

   繰入金総額で、前年度比＋６，７２７千円（＋２４．７％）の３３，９３３千円

を計上しました。 

     

 ⑲ 繰越金 

   前年度と同額の１０，０００千円を計上しました。 

 

 ⑳ 諸収入 

   諸収入は、後期高齢者医療広域連合一体的実施事業受託収入や滞在型観光コンテ

ンツ造成事業補助金、国立公園等での滞在型ワーケーション推進事業補助金の増な

どにより、前年度比＋１６，３７３千円（＋４７．８％）の５０，５９８千円を計

上しました。 

 

 ㉑ 町債 

   今後の財政負担を考慮し、過疎対策事業債や緊急防災・減災事業債といった元利

償還金が普通交付税に７０％以上算入見込みの町債のみを活用します。また、国の

財源不足を補填するために発行する臨時財政対策債（注１）１００，０００千円を

計上しました。 

    町債総額で、前年度比△７８，１００千円（△２０．２％）の３０８，５００千

円を計上しました。 

（注１）臨時財政対策債 

赤字地方債とも呼ばれ、国から配分される地方交付税の不足額を補うため、

地方自治体が発行する特例的な公債で、平成１３年度に導入された。使途は自

由で、発行可能額相当は翌年度以降、国が全額普通交付税措置を行う。 
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（２）歳出 

   令和４年度も「枠配分方式」による計上を行いました。これは、歳入の一般財源

総額から、人件費、扶助費、公債費といった義務的経費及び削減困難な負担金等を

引き、残りを各課へ配分し、各課においてはその配分額の中で予算計上を行うとい

ったものです。 

   人件費のうち、特別職報酬については消防団員報酬の増などにより増額計上し、

一般職員給については、一般会計における職員数の増を見込み増額計上しました。 

     物件費については、用紙の裏面利用や空調の温度設定、休憩時間の消灯など、引

き続き節電、節水に努め、経常経費の削減を図ることとしています。なお、出張旅

費については、オンラインによる出席を進めるとともに、必要最小限の人員数にと

どめ、会議等出席の必要性を含めて精査し計上しました。 

     補助費等については、補助金本来の目的を明確にし、より効果的な補助金となる

よう、現状の運営補助・事業補助の精査を行い、また補助期間等を設定して計上し

ました。 

     政策的経費（投資的事業及び政策的ソフト事業）は、持続可能な財政運営を構築

するため、歳出予算全般について歳入に見合った規模とし、原則として苓北町振興

計画実施計画書に計上された事業費を上限とし計上しました。 

     

各費目における主要な事項は次のとおりです。 

 

  ① 議会費 

       議員報酬（令和５年２月５日から議員定数が１２人から１０人）等３３，２６

３千円、議会事務局職員人件費１６，３８８千円、各会合等への出席旅費・費用

弁償等１，３２７千円、議会広報紙「きずな」印刷費８９４千円、熊本県町村議

会議長会負担金４６５千円、全国町村議会議員共済会負担金１０，８４５千円等

を計上しました。令和３年度からの増加要因としては議員の会議出席に係る費用

弁償１回につき１，０００円を支給しないこととしていた特例条例の期間を延長

しないこととしました。また、減少要因としては全庁での活用のためＡＩによる

音声認識が導入されることにより、従来の本会議に係る会議録作成委託料を計上

しないこととしました。 

 

  ② 総務費 

    一般管理費では、職員給、特別職給（町長・副町長）、区長報酬をはじめ、地

域が輝く行政区活動補助金１７，９５２千円、同新型コロナ対策分７，６５０千

円（５１区×１５０千円）、ふるさとづくり寄附金の広告費、一括代行業務委託
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料、手数料等で事業費２９，４１０千円を計上しました。また、空き家対策事業

として危険家屋解体支援事業補助金３，０００千円（上限６０万円×５戸）を計

上しました。 

     

    文書広報費では、ホームページの維持管理や町広報誌発行に係る経費のほか、

総合法令管理システム委託料等で７，７５６千円を計上しました。 

 

    財政管理費では、予算書の印刷製本費や公会計に係る経費等で２，７２４千円

を計上しました。 

 

会計管理費では、職員給及び決算書の印刷製本費など会計管理事務に係る経費

並びに各種税及び料金等の納付形態の多様化に対応するため、引き続きコンビニ

エンスストアからの収納に対応できるよう、委託料として４８８千円を計上しま

した。 

     

財産管理費では、登記事務の推進を図るため、会計年度任用職員の報酬等を計

上しました。 

 

企画費では、移住定住促進策として空き家活用支援事業補助金２００千円、移

住支援事業補助金１，６００千円、住環境向上のための住宅リフォーム等支援事

業補助金５００千円、再生可能エネルギ－の普及拡大を図り、地球温暖化防止に

繋げるための住宅用太陽光発電システム等設置費補助金１，０００千円を計上し

たほか、公共交通対策事業として苓北町離島航路運営費補助金２１，０５４千円、

地方バス運行補助金２６，６５３千円、天草エアライン機材維持費補助金１３，

２５９千円、巡回バス事業１１，４９２千円を計上しました。 

また、４年に１度開催する産業文化祭に係る経費５，９８０千円及び志岐氏サ

ミットに係る経費１，００３千円を計上しました。 

 

諸費では、外灯電気料及び外灯修繕料等１２，０７２千円を計上しました。 

 

交通安全対策費では、交通安全施設整備に係る修繕費２，１２８千円、高齢運

転者のアクセルとブレーキの踏み間違え事故防止のため、７０歳以上の運転者を

対象に安全運転装置設置支援事業補助金６０千円（２台分）のほか、交通指導員、

交通安全協会の運営に係る経費を計上しました。 
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    地域間交流費では、交流促進のため各ふるさと会の運営補助と総会出席にかか

る経費のほか、交流人口の増加及び天草長崎航路の利用促進のため地域間交流促

進補助金２４０千円を計上しました。 

 

庁舎管理費では、庁舎維持管理に係る経費を計上しており、正副議長室及び議

員控え室クロス貼替及び正面玄関歩道修繕費等４，４０３千円、防災拠点施設並

びに指定避難所である役場庁舎の機能保全を図るため、庁舎ホール及びタワーの

屋根改修事業費３８，１００千円等を計上しました。 

    

電算システム管理費では、基幹電算システム運用支援業務委託料３３，４３８

千円のほか、内部情報システム運用支援業務（財務会計システム･人事給与システ

ム・グループウェア及び文書管理システム）委託料６，２４０千円、社会保障・

税番号制度（マイナンバー制度）に係るシステム等の運用、機器更改等に係る経

費５，７０１千円を計上しました。また、新規事業として自治体デジタル・トラ

ンスフォーメーション推進事業２，２５０千円、期日前投票システム及び家屋評

価システム導入費等５，２９２千円を計上しました。 

なお、マイナンバーカードの利便性向上及び行政のデジタル化推進のための社

会保障・税番号制度運用事業２，７５０千円については令和４年度に繰り越して

実施します。 

  

情報化推進費では、町内情報通信網（光回線）維持管理に係る経費及び機器類

等の維持管理に係る経費等２９，６０８千円、ＡＩによる音声認識システムに係

る会議録作成支援システム保守委託料３９６千円等を計上しました。 

  

    徴税費では、固定資産税の令和６年度評価替えに向けた固定資産標準地鑑定評

価業務委託料２，４２０千円ほか賦課徴収に係る経費を計上しました。 

 

  戸籍住民基本台帳費では、戸籍システム保守委託料３，６９０千円のほか、熊

本県と市町村が一体となってマイナンバーカードの大規模事業所等の出張申請

受付に取り組むマイナンバーカード取得促進業務委託料２８９千円を計上しま

した。 

 

選挙費では、令和４年７月予定の参議院議員選挙費６，１８１千円、令和５年

１月予定の町長選挙及び町議会議員選挙費１１，３３１千円、令和５年４月予定

の県議会議員選挙費２，３４１千円等を計上しました。  
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  ③ 民生費 

        社会福祉総務費では、職員給のほか、苓北町戦没者追悼式の経費や社会福祉協

議会補助金９，００５千円、国民健康保険特別会計繰出金７２，７７３千円（法

定内）を計上しました。 

また、結婚支援事業として、これまでの町独自の結婚祝補助金のほか、結婚に

伴う住宅取得費用、住宅賃借費用や引越費用等の支援策として県の補助金を活用

した結婚新生活補助金１，８００千円を計上しました。 

なお、新型コロナウイルス感染症関連事業である臨時特別給付金事業（住民税

非課税世帯等）については一部を令和４年度に繰り越して実施します。 

     

        老人福祉費では、老人保護措置費５３，６７６千円のほか、老人クラブ運営補

助金、あん摩・はり・きゅう等施術助成、町敬老祝い金を含めた敬老会事業に要

する経費等を計上しました。 

 

    老人福祉センター費では、老人福祉センター指定管理委託料１２，６５０千円

を計上しました。 

        

介護保険事業費では、職員給のほか、高齢者保健・医療・福祉及び介護保険に

関する町の役割・目標を示す行政計画、「第８期介護保険事業計画及び高齢者福

祉計画（令和３年度から３年間）」に基づいて、介護保険事業及び高齢者福祉行

政の推進に要する経費を計上しました。 

また、介護保険特別会計繰出金１６２，７７１千円（法定内）を計上しました。 

 

後期高齢者医療費では、職員給のほか、熊本県後期高齢者医療広域連合負担金

１２５，４８３千円、後期高齢者医療特別会計繰出金４５，０８５千円（法定内）

を計上しました。また、令和４年度から後期高齢者医療広域連合からの受託事業

である保健事業と介護予防の一体的な実施事業として、高齢者の健康維持、フレ

イル予防に努め、国保･後期･包括支援センターの３部署間で保健事業の連携を図

るため、運動指導員と訪問指導員の予算を計上しました。 

 

        障害福祉費では、障害者自立支援介護給付費２１４，９８０千円、重度心身障

害者医療費助成１９，１４０千円を計上したほか、デイサービスなど地域活動支

援センター事業に要する経費等を計上しました。 

        また、更生医療給付費７，２００千円、障害児施設給付費８，２２０千円、育

成医療給付費１５０千円等を計上しました。 
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        児童福祉費では、子育てにおける保護者の負担を軽減し、総合的な子育て環境

の整備を進めるため、放課後児童健全育成事業委託金１２，３６６千円、保育所

運営費補助金３２９，８５６千円、特別保育事業（延長保育事業）補助金１，８

００千円、特別保育事業（障がい児保育事業）補助金１，７５５千円、副食費支

援事業１，３５０千円等を計上しました。 

    また、令和４年４月から９月分までの保育士等処遇改善臨時特例補助金５，８

２１千円及び放課後児童支援員等処遇改善臨時特例補助金１３２千円を計上し

ました。 

    さらに、令和３年度から対象年齢を１８歳まで引き上げた子育て支援医療費助

成１８，０００千円を計上しました。 

 

    国民年金事務取扱費では、職員人件費のほか事務経費を計上しました。 

     

  ④ 衛生費 

       保健衛生総務費では、職員給のほか、特別交付税で約８割を措置される救急医

療対策事業補助金１０，０００千円を計上しました。 

また、産婦の健康管理を図り、産後うつ病の予防、新生児への虐待等を予防す

るための産婦健康診査事業３２０千円や妊娠、出産に伴う経済的負担の軽減のた

めの不妊治療費助成事業３５０千円、妊婦健康診査事業３，２６２千円を計上し

ました。 

さらに、新生児検査において早期発見を目的に実施するため新生児検査事業３

２０千円を計上しました。 

 

予防費では、世界的に脅威を与え続けている新型コロナウイルスの感染拡大を

防止し、町民の生命及び健康を守るため、新型コロナウイルスワクチン接種実施

事業１０，６０８千円を計上しました。 

 

    環境衛生費では、水道特別会計繰出金２０，４２４千円、下水道特別会計繰出

金２２２，４６９千円、特定地域生活排水処理事業特別会計繰出金２０，１８２

千円を計上しました。 

  

    斎場費では、斎場管理に係る指定管理委託料３，５５０千円を計上したほか、

炉内台車耐火物２台の修繕費１，９２７千円を計上しました。 

  

健康増進事業費では、がんの早期発見、早期治療を目的に、各種がん検診事業
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８，７１０千円を計上しました。 

 

保健センター費では、維持管理に係る経費として１，１８１千円を計上しまし

た。 

 

    塵芥処理費では、各家庭のごみ収集運搬委託料２８，８６６千円、家庭用大型

ごみ収集運搬委託料１，４２６千円を計上しました。また、天草広域連合負担金

（清掃費）１１７，５７９千円を計上しました。 

 

  ⑤ 農林水産業費 

    農業委員会費では、農業委員及び農地利用最適化推進委員の報酬、遊休農地解

消活動に係る消耗品費のほか、農地の利用状況調査・意向調査等の農地中間管理

機構集積支援事業費１，７９１千円を計上しました。 

なお、農業委員会による情報収集等業務効率化支援事業については、令和４年

度に繰り越して実施します。 

 

    農業振興費では、農業の振興を図るため、国県の補助事業を活用した中山間地

域等直接支払交付金７，０４２千円、多面的機能支払交付金１５，８２９千円、

環境保全型農業直接支払交付金９８９千円等を計上したほか、従来の農業振興補

助金１，６７７千円に加え、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を活用した農業省力化生産資材導入補助金８，８６１千円、農業経営収入保険掛

金補助金２，２５０千円を計上しました。また、次世代を担う農業者を支援する

ための農業次世代人材投資事業補助金２，２５０千円、地域農業の５年後・１０

年後を見据えた人・農地プラン策定に係る人・農地将来ビジョン確立・実現支援

事業費８３７千円、農林水産業の人手・担い手不足の解消と関係人口の創出を図

るための短期就労及び観光型移住体験業務委託料３，０００千円を計上しまし

た。さらに、鳥獣害対策事業として、イノシシ駆除謝金５，８００千円及びイノ

シシ等有害鳥獣防除施設補助金９６６千円と併せ、効率的な捕獲のためのＩＣＴ

機器維持費を含む苓北町有害鳥獣駆除対策協議会補助金１，１５６千円を計上し

ました。 

 

畜産業費では、地方病性牛白血病の清浄化を進め、畜産農家の経営安定を図る

ため、畜産振興事業補助金７００千円、吸血昆虫駆除対策補助金１００千円を計

上したほか、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した優良

血統和牛繁殖事業補助金１，６２７千円を計上しました。 
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農地費では、農地の保全を図るため、小規模土地改良事業補助金６００千円を

計上したほか、土地改良区が行うかんがい用ダムの維持管理に要する経費を支援

する志岐ダム管理事業補助金４，３４９千円、老朽化した土地改良施設の更新等

に係る土地改良施設維持管理適正化事業負担金１，１９７千円、農業集落排水特

別会計繰出金１４，６６７千円を計上しました。 

なお、志岐ダム水管理システム更新事業負担金については、令和４年度に繰り

越して実施します。 

 

農業経営基盤強化促進対策事業費では、認定農業者等の担い手の育成・確保を

図るための経費を計上したほか、農地集積の促進を図るための農地有効利用補助

金１，３００千円を計上しました。 

 

堆肥センター管理費では、老朽化した設備の修繕等に係る費用を含め、施設の

有効活用を図るための維持管理費として２７，２７７千円を計上しました。 

 

林業振興費では、森林の有する多面的機能発揮のため、国県の補助事業を活用

した森林整備地域活動支援交付金９７０千円及びくまもと間伐材利活用推進事

業補助金１，６７３千円を計上したほか、森林環境譲与税を活用した枯損松伐倒

処理業務委託料８８０千円と併せ、伐倒箇所への植栽委託料４２８千円を計上し

ました。 

 

林道費では、森林環境譲与税を活用し、林道の維持管理に係る森林基幹道苓北

天草線維持管理委託料５，５００千円、林道維持作業員報酬１，０８９千円を計

上したほか、舗装修繕等の修繕料１，５９１千円、崩土除去等対応のための重機

等借上料８５０千円を計上しました。 

 

治山事業費では、国県の補助事業の対象とならない小規模事業に対応できるよ

う小規模治山事業補助金２００千円を計上しました。 

 

水産業振興費では、水産業の振興を図るための種苗放流等各種補助金２，０３

４千円と併せ、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用した貝

類等養殖設備更新事業補助金３，０００千円を計上したほか、水産基盤整備交付

金を活用した磯焼け・食害対策業務委託料２，９６０千円を計上しました。 
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漁港管理費では、富岡漁港環境美化事業委託金等を活用し、漁港施設の維持管

理に係る経費を計上しました。 

 

漁港建設費では、新規事業として緊急自然災害防止対策事業債を活用し、松原

川河口護岸改修に係る測量設計委託料１，３４０千円を計上したほか、緊急防災

・減災事業債を活用し、志岐漁港臨港道路から紺屋町地区避難地へのアクセス道

路整備等に係る測量設計委託料１，８２４千円を計上しました。 

なお、漁村再生交付金事業については、令和４年度に繰り越して実施します。 

  

⑥ 商工費 

    商工業振興費では、新型コロナウイルス感染症対策事業として、プレミアム付

商品券発行事業１３，３８３千円をはじめ、飲食店等営業時間短縮要請協力金負

担金２，１１２千円、特別利子補給費補助金３，８０３千円、感染防止対策事業

補助金３，０００千円、中小企業者等支援事業補助金６，０００千円及び商工業

の活性化を目的とする商談会や物産展への出展により販路拡大を図るため、苓北

町商工会補助金の中に地域の特産品等販路拡大事業費として２，９４０千円を計

上したほか、町内小規模事業者支援補助金として新規起業者１件分６００千円を

計上しました。 

 

        観光費では、地域おこし協力隊の活動に係る経費４，３７７千円及び隊員活動

後の自立支援のための起業・事業承継支援補助金１，０００千円を計上したほか、

あまくさ苓北観光協会の組織強化等支援のための地域活性化起業人事業に係る経

費６，６００千円や木場地区交流施設等指定管理委託料１，０４３千円を計上し

ました。 

    また、新規事業として令和３年度の国の補正予算事業を活用し、観光庁予算事

業として滞在型観光コンテンツ造成事業６，０００千円、環境省事業として滞在

型ワーケーション推進事業８，８００千円、熊本県の地域づくり夢チャレンジ推

進補助金を活用した宿泊施設誘客促進事業２，６３０千円を計上したほか、ペー

ロン船格納庫改築設計委託料２，６００千円を計上しました。 

 

        温泉センター管理費では、施設の指定管理委託料２４，７５２千円及び利用者

の感染防止対策としてアクリル板購入費３６０千円を計上しました。 

 

        富岡城公園管理費では、富岡城への誘客を図るため、企画展示費並びに富岡城

登城記念の御城印の印刷等経費を計上しました。 
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⑦ 土木費 

    やまびこ活動費では、各行政区からの要望に対処するため、修繕費及び原材料

費として、６，０００千円を計上しました。 

  

    道路維持費では、町道の維持補修費８，８２０千円のほか、町道維持管理に係

る経費を計上しました。 

 

    道路新設改良費では、町道西川内線、町道城内線の法面工事請負費１２，５０

０千円を計上しました。 

 

    道路舗装費では、町道春の迫線他５路線の舗装打ち換え等工事請負費４４，６

００千円を計上しました。 

    また、町道涼松線舗装打ち換え工事費については、令和４年度に繰り越して実

施します。 

 

    橋梁維持費では、橋梁長寿命化計画に沿い、道路メンテナンス事業を活用して、

宇土橋の補修工事請負費８，５００千円を計上したほか、１３橋の点検業務委託

費、３橋の補修測量設計業務委託費９，８００千円を計上しました。 

    また、大円２号橋補修工事費他３件については、令和４年度に繰り越して実施

します。 

 

    国県道整備促進費では、県道整備に伴う事業負担金３，７５０千円を計上しま

した。 

 

    河川費では、小路川他３件の河川浚渫事業２０，０００千円、土砂災害危険住

宅移転促進事業補助金３，０００千円のほか、河川の適正な維持管理費に要する

経費を計上しました。 

    また、上津深江川他４件の河川浚渫事業については、令和４年度に繰り越して

実施します。 

 

    住宅管理費では、新規事業として公営住宅の長寿命化計画策定委託料５，３０

０千円のほか、町営住宅維持管理に係る経費を計上しました。 

⑧ 消防費 

常備消防費では、天草広域連合負担金（常備消防費・消防施設費）１６９，２

７６千円を計上しました。 
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また、新規事業として新苓北分署敷地造成事業３５，０００千円を計上しまし

た。 

     

非常備消防費では、消防団活動、団員育成費に係る経費及び県操法大会出場に

係る経費を計上しました。 

     

消防施設費では、防災行政無線屋外拡声子局移設事業費３，８００千円のほか、

消防施設の維持管理に要する費用を計上しました。 

    

災害対策費では、民間建築物耐震改修補助金１，６００千円、ブロック塀等安

全確保支援事業補助金２００千円、防災井戸設置事業費（志岐地区）１，４００

千円を計上しました。 

    また、新規事業としてハザードマップの見直しに係る経費４，５００千円を計

上しました。 

   

⑨ 教育費 

    教育総務費では、教育委員の活動費、教師の指導力向上をさらに進め学校教育

の充実振興を図るための苓北町学校教育指導員の配置費用、児童・生徒入学準備

資金、天草拓心高校マリン校舎入学準備資金、小中学校の語学指導のための英語

指導コーディネーター等の経費、教職員住宅の維持管理費を計上しました。 

    また、苓北中学校への坂瀬川小校区及び都呂々小校区からの生徒の通学対策、

並びに都呂々小学校への都呂々木場地区からの児童の通学対策として、スクール

バスの運行に伴う関連経費を計上しました。 

    その他、町内出身者の勉学向上のための奨学資金についても、大学等奨学生４

人分を計上しました。 

    なお、町有施設等活用事業（旧都呂々中学校）については、令和４年度に繰り

越して実施します。 

     

小中学校費では、小中学校の管理運営費用、毛筆指導講師の費用、小中学生の

読書推進のための希望図書購入費用、オーストラリアへの海外派遣体験研修事業

の中止に伴い、イングリッシュスクール事業費を計上しました。     

また、小中学校での ICT 教育支援のための経費をはじめ、各小中学校の修繕費、

備品購入費等を計上しました。 

その他、町内各小学校での特別支援教育充実強化のため、小学校配置の支援員

の人件費等の経費について計上しました。 
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社会教育費では、学校・家庭・地域の連携による教育支援活動促進を図るため

の地域学校協働活動推進補助事業費、人権啓発活動地方委託金を活用した人権講

演会の開催等費用、公民館及び志岐集会所の運営費用、文化財の保存・活用に要

する費用、苓北町町民総合センター等指定管理委託料１８，２３２千円及び苓北

町温泉プール指定管理委託料１７，７２７千円を計上しました。 

また、新規事業として、各公民館や志岐集会所における健康支援事業３，２９

４千円、人生１００年時代づくり・地方創生ソフト事業交付金を活用した公民館

でのスマートフォン教室事業１，５７４千円を計上しました。 

     

    保健体育費では、各地区町民体育祭の開催費用と熊本県民体育祭への出場補助

金や社会体育施設の利用促進と交流人口の増加を図るため夕やけマラソン等に

係る経費や天草地域内のチームの参加による各種大会開催に係る経費、各種競技

大会への補助金を計上しました。 

また、新規事業としてコロナ禍における住民の体力低下の現況調査及び地域全

体の健康づくり推進のため、健康づくり支援事業２，０００千円を計上しました。 

  

学校給食費では、安心で安全な給食を提供するための学校給食調理場の運営に

関する費用を計上しました。 

    

  ⑩ 災害復旧費 

    農業用施設災害復旧費では、工事請負費等の計上はありません。 

    なお、令和３年８月被災箇所の復旧に係る工事請負費については、令和４年度

に繰り越して実施します。 

 

    林道施設災害復旧費では、都呂々大場地区の地すべり確認調査に係る調査委託

料１，００１千円を計上しました。 

    なお、令和３年８月被災箇所の復旧に係る工事請負費及び公有財産購入費につ

いては、令和４年度に繰り越して実施します。 

 

 河川等災害復旧費では、工事請負費等の計上はありません。 

なお、町道蔭平線災害復旧工事費他１８件については、令和４年度に繰り越し

て実施します。 
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  ⑪ 公債費 

    公債費では、各起債の償還金、元金６９１，３６７千円、利子３３，２６５千

円（うち一時借入金利子１，０００千円）を計上しました。 


